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答 申 書（案） 

 

 

平成30年８月24日付け諮問第４号をもって諮問された事案について、審議の結果、

下記のとおり答申する。  

 

記 

 

１ 本件、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令（平成19年

総務省令第98号）の改正については、諮問のとおり改正することが適当と認めら

れる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別添のとおりで

ある。 

資料１１－２－１ 



独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法の一部を改正する法律の施行に 

伴う独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構に関する省令の一部を改正する 

省令案に係る意見募集 

 

■ 意見募集期間 ： 平成３０年８月２５日（土）から平成３０年９月２５日（火）まで 

■ 意見提出件数 ： ４件（法人・団体：３件、個人：１件） 

■ 意見提出者 ： 

  意見提出者（法人・団体） 

１ 日本郵政グループ労働組合 

２ 全国郵便局長会 

３ 日本郵政株式会社 

 
  意見提出者（個人） 

１ 個人 

 

  

（意見受付順） 

別添 
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独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法の一部を改正する法律の施行に伴う独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険

管理機構に関する省令の一部を改正する省令案に係る意見及びそれらに対する考え方（案） 

No. 意見 考え方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

法人・団体 

1 

基礎的費用の算定方法（省令案）の概要では、郵便局で郵

政事業のユニバーサルサービスが利用できるようにするこ

とを確保するものとなるように、郵便局ネットワークを最

小限度の規模の郵便局により構成するものとした場合にお

ける費用の一つとして、①人件費、②賃借料、工事費その

他の郵便局の維持に要する費用、③現金の輸送・管理に要

する費用、④固定資産税・事業所税、が挙げられていま

す。 

多角的な視点から郵便局を構成している費用の要素が分析

され、そうした算定を経た額から、日本郵便に係る按分額

を控除した額を交付金とする考え方については、実際に郵

便局で働く労働者の立場からも納得性が得られるものと認

識しています。 

【日本郵政グループ労働組合】 

省令案に対する賛成の御意見として承ります。 無 

2 

今回の郵便局ネットワークの維持の支援のための交付

金・拠出金制度の創設は、郵政事業のユニバーサルサー

ビスの安定的な提供の確保を図る観点から、大変時宜を

得たものと考えており、今回の省令案についても賛同い

たします。 

郵政事業のユニバーサルサービスを郵便局で一体的にか

省令案に対する賛成の御意見として承ります。 無 
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No. 意見 考え方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

つあまねく全国において公平に利用できるよう、全国郵

便局長会としても、今後も全力で取り組んでまいりま

す。 

【全国郵便局長会】 

3 

１ 郵政事業のユニバーサルサービスの重要性に鑑み、そ

の維持のための支援制度を国会において創設していただ

き、また、その具体化のための措置を講じていただいてい

る行政に、非常に感謝しております。 

２ ユニバーサルサービス提供を確保するために不可欠な

費用の額（以下「交付金の額」といいます。）及び拠出金

の額を具体的に算出するに当たり、これらの額はサービ

スの対価としての費用ではないと理解するものの、当グ

ループ各社創設以降10年間に亘って委託手数料の算出の

過程において、郵便局ネットワークを維持するために実

際に係る費用につき順次見直してきた実績がありますの

で、そのような実績も勘案し、各事業の負担割合にも配慮

すること等により、結果的に郵政事業のユニバーサルサ

ービス提供の確保という制度の趣旨にそぐわないものと

なることのないよう、ご配慮いただきたいと考えており

ます。 

３ また、交付金の額及び拠出金の額の具体的な算定方法

につきましては、社会経済情勢の変化等を受けて、必要に

応じ、柔軟に変更することができるようにすることによ

り、将来にわたり当社グループがユニバーサルサービス

提供を確保するための基礎的な費用を賄うことができる

交付金及び拠出金は、独立行政法人郵便貯金・簡易生命

保険管理機構法（平成 17年法律第 101号。以下「機構法」

という。）及び今回の省令案に基づき算定されるものであ

り、貴社グループ内の委託手数料の算定の過程において算

出されてきた「郵便局ネットワークを維持するために実際

に係る費用」とは異なるものです。 

今回の省令案は、郵便局ネットワークを最小限度の規模

の郵便局により構成するものとした場合における費用の額

及び簡易郵便局への最少限度の委託に要する費用の額を郵

政事業のユニバーサルサービスの確保のために不可欠な費

用の額とし、これを業務ごとに見込まれる利用者による郵

便局の利用の度合等に応じて按分して拠出金の額を算定す

ることとして、あまねく全国における郵政事業のユニバー

サルサービスの安定的な提供の確保を図るものです。 

また、社会経済情勢の変化等への対応については、機構

法の施行状況等を勘案し、郵政事業のユニバーサルサービ

スを確保するために郵便局ネットワークを維持する観点か

ら検討が加えられ、郵便局ネットワークの維持に要する費

用のうち郵政事業のユニバーサルサービスの提供を確保す

るために不可欠な費用を賄うために必要があれば、所要の

措置が講ぜられるものと考えます。 

無 
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No. 意見 考え方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

ようにしていただきたいと考えております。 

４ 当社グループといたしましても、今後、引き続き将来

にわたりユニバーサルサービスを維持していくよう、自

らの経営努力と交付金・拠出金制度の法令の趣旨に則っ

た経営を行ってまいる所存です。 

【日本郵政株式会社】 

個人 

1 

西日本の簡易郵便局受託者です。 

現在半数以上の簡易郵便局は人口は少ない過疎地域に存

在し、１日に数名程度の来客であろうかと推察致します。

今回はそういった地域での最後の生活インフラとして簡

易郵便局を存続させるための議論だと思います。 

しかし実際は本当に経営に苦労しているのは、客数が多く

取り扱い数量の多い都市部や幹線道路沿いの簡易郵便局

です。複数の補助者を雇わなければならず家賃も高いから

です。過疎地で局長一人で運営している局で月 30 万円程

度の手数料を受け取っているケースと、都市部で補助者を

含めて３人で運営して月 40 万円の手数料しか受け取って

いないケースを比較すれば明らかです。実際そういった局

の受託者さん達は本当に困っています。昔と違っていちば

ん手数料に寄与する定期性預金は今では相当減ってしま

い、少々頑張っても手数料は上がらないからです。 

そして都市部や幹線道路沿いの簡易郵便局が抱えている

もう一つの問題は、利用者にとって今までは当たり前の

ATM が簡易郵便局であるという理由で設置してもらえない

今回の省令案では、あまねく全国における郵政事業のユ

ニバーサルサービスの安定的な提供の確保を図るため、過

疎地・都市部等の地域や業務量の多寡を問わず、不可欠な

費用の額を算定することとしています。簡易郵便局に係る

費用については、簡易郵便局で郵政事業のユニバーサルサ

ービスが利用できるようにすることを確保するための最少

限度の委託に要する費用の額を、不可欠な費用の額の算定

に含めることとしています。 

なお、今回の省令案では、郵便局の窓口で行われる業務

に着目して、交付金及び拠出金の額を算定することとして

います。 

 

無 



4 
 

No. 意見 考え方 

提出意見

を踏まえ

た案の修

正の有無 

事です。他行送金、他行カードの使用、送金先登録、ゆう

ちょ間の無料送金など簡易局窓口では出来ない取り扱い

も、ATM なら簡単に出来てしまいます。今やお客様にとっ

て日常当たり前の事が簡易郵便局では ATMが無いため出来

ない訳です。私の局では毎日毎日沢山のお客様が ATM が無

い事を知って落胆したり憤慨して出て行かれます。ユニバ

ーサルサービスを論じるのであれば、ATM を求めて来る客

が多いのであれば ATMを設置する事が当然である筈です。

直営局ならどんな山間部の小規模局で利用者が少なくて

も ATMが設置されています。直営局だから置く、簡易局だ

から置かないという一元的な考えは、全く利用者の利便性

を考えていないと言われても仕方がありません。ATM はそ

ういう局状である局にとっては悲願であります。 

今回の議論で、少しでも簡易郵便局の実態を把握して頂

き、利用者も受託者も納得できる結果を導き出して頂けれ

ばと思います。 

 

【個人】 

  



交付金・拠出金の算定方法に関する省令案について
（独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法の一部を改正する法律（平成３０年法律第４１号）関係）

平 成 ３ ０ 年 ８ 月 ２ ４ 日
総 務 省
情 報 流 通 行 政 局
郵 政 行 政 部

資料１１－２－２

（平成30年８月24日総会（第10回）審議資料）



郵政民営化と日本郵政グループの変遷

1

【平成19年 郵政民営化時の日本郵政グループ】

政 府

【平成24年 再編後の日本郵政グループ】

政 府

全株保有義務
ユニバーサルサービスの責務（郵便・金融）

 平成19年10月、郵政民営化法に基づき郵政事業は民営化され、日本郵政(株)、郵便事業(株)、郵便局(株)、(株)ゆうちょ銀

行、(株)かんぽ生命保険の５社体制の日本郵政グループが発足した。その際、民営化前の郵便貯金・簡易生命保険を管理す

ること等を目的として、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構（以下「機構」という。）が設立された。

 平成24年10月に改正郵政民営化法に基づき、郵便事業(株)と郵便局(株)が統合し日本郵便(株)となったことで、日本郵政

グループが４社体制へ再編された。また、これまでの郵便サービスに加え、金融サービスについてもユニバーサルサービス

として位置付けられた。

民営化前の郵便貯金及び簡易生命保険を旧日本郵政公社から引き継ぎ、適正かつ確実に管理するとともに、これらに係る債務（政府保証）を確実
に履行することを目的として設立された。

日本郵政
＜特殊会社＞ 日本郵政

日本郵便
（郵便事業会社＋郵便局会社）

＜特殊会社＞

＜特殊会社＞

郵便貯金銀行
（ゆうちょ銀行）

＜一般会社＞

郵便保険会社
（かんぽ生命）

＜一般会社＞

郵便貯金銀行
（ゆうちょ銀行）

＜一般会社＞

郵便保険会社
（かんぽ生命）

＜一般会社＞

郵
便
局
会
社

＜特殊会社＞

郵
便
事
業

会
社

＜特殊会社＞

（独）郵便貯金・簡易生命保険管理機構

全株保有義務
ユニバーサルサービスの責務（郵便）



 日本郵政(株)・日本郵便(株)は、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる生命

保険の役務が郵便局で一体的に利用できるようにするとともに将来にわたりあまねく全国において公平に利用できるよう

にする責務を有する（＝郵政事業のユニバーサルサービスの提供）。（郵政民営化法第７条の２第１項、日本郵政株式会社法

第５条第１項、日本郵便株式会社法第５条）

 現在、郵政事業のユニバーサルサービスは全国の郵便局及び簡易郵便局（約２万4,000局）において提供されているが、貯

金・保険のサービスについては、関連銀行（ゆうちょ銀行）・関連保険会社（かんぽ生命）が日本郵便に対して銀行窓口業務・

保険窓口業務を委託し、委託手数料を支払う形（民・民の契約）となっている。

郵政事業のユニバーサルサービスの現状

関連銀行
（ゆうちょ銀行）

関連保険会社
（かんぽ生命）

2

日本郵便

（民・民の契約）

日本郵政
＜持株会社＞

銀行窓口業務の委託
（委託手数料支払い）

保険窓口業務の委託
（委託手数料支払い）



 本年６月、郵便局ネットワークの維持の支援のための交付金・拠出金制度を創設する「独立行政法人郵便貯金・簡易生命保

険管理機構法の一部を改正する法律」(改正法)が成立。

 平成３１年４月から、改正法が全面施行され、機構が、日本郵便への交付金の交付及び関連銀行（ゆうちょ銀行）・関連保険会

社（かんぽ生命）からの拠出金の徴収を実施。

郵便局ネットワークの維持の支援のための交付金・拠出金制度について

3

日本郵便

（独）郵便貯金簡易生命保険管理・
郵便局ネットワーク支援機構

（（独）郵便貯金・簡易生命保険管理機構」から名称変更）

関連銀行
（ゆうちょ銀行）

関連保険会社
（かんぽ生命）

②交付金

①拠出金

日本郵便

簡易郵便局

郵便局ネットワーク

＜郵便局＞

日本郵便と関連銀行・関連保険会社との間の「民・民」の契約
に基づく委託手数料の支払い

【改正前】 ユニバーサルサービスのコスト負担方法 【改正後】
・基礎的費用は「交付金・拠出金」制度で賄う
・それ以外の費用の負担方法は従前どおり「民・民」の契約で決定

①拠出金



交付金・拠出金の算定方法について（基本的な考え方）

郵便局ネットワークの維持に要する費用

あまねく全国において郵便局で郵便の役
務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の
決済の役務並びに簡易に利用できる生命
保険の役務が利用できるようにすることを

確保するために不可欠な費用
（機構法第18条の２第２項第１号）

人
件
費

日
本
郵
便
負
担
分※

関
連
銀
行
負
担
分※

関
連
保
険
会
社
負
担
分※

按分※

4

改正法において、
○ 機構が日本郵便に対して交付する交付金の額は、郵便局ネットワークの維持に要する費用のうち、あまねく全国において郵便局で郵政事業のユニバーサ
ルサービスが利用できるようにすることを確保するために不可欠な費用（基礎的費用）の額として算定した額（日本郵便負担分を除く。）とされている。

○ 機構が関連銀行・関連保険会社から徴収する拠出金の額は、基礎的費用及び機構の事務経費を、郵便・貯金・保険窓口業務において見込まれる郵
便局ネットワークの利用の度合に応じて按分した額とされている。

賃
借
料
、
工
事
費
そ
の
他
の

郵
便
局
の
維
持
に
要
す
る
費
用

現
金
の
輸
送
・
管
理

に
要
す
る
費
用

固
定
資
産
税
・
事
業
所
税

簡
易
郵
便
局
に

お
け
る
費
用

※ 機構の事務経費を含む。



交付金の算定方法について

改正法の概要（交付金関係）

○ 機構が年度ごとに日本郵便に交付する交付金の額は、あまねく全国において郵便局で郵政事業のユニバーサルサービスが利用できるようにすることを確保す
るために不可欠な費用（基礎的費用）の額として総務省令で定める方法により算定した額から、日本郵便に係る按分額を控除した額としている。（機構
法第18条の２）
→ 基礎的費用の算定方法について、省令に委任

○ 基礎的費用の算定方法として総務省令で定める方法は、直近の郵便局ネットワークの維持の状況を基礎として、以下の①及び②
を合計する方法とする。
① 郵便局（約20,000局）で郵政事業のユニバーサルサービスが利用できるようにすることを確保するものとなるように郵便局ネット
ワークを最小限度の規模の郵便局により構成するものとした場合における以下のア～エの費用
② 簡易郵便局（約4,000局）で郵政事業のユニバーサルサービスが利用できるようにすることを確保するための最少限度の委託
に要する費用

省令案の概要

ア 人件費
ウ 現金の輸送・
管理に要する

費用

イ 賃借料、工事費
その他の郵便局の
維持に要する費用

オ 簡易郵便局で
郵政事業のユニ
バーサルサービスが
利用できるように
することを確保する
ための最少限度の
委託に要する費用

エ 固定資産税・
事業所税

5

①郵便局における費用 ②簡易郵便局における費用



拠出金の算定方法について

改正法の概要（拠出金関係）

○ 機構が関連銀行・関連保険会社から徴収する拠出金の額は、総務省令で定めるところにより、郵便窓口業務・銀行窓口業務・保険窓口業務において
見込まれる郵便局ネットワークの利用の度合に応じて、基礎的費用及び機構の事務経費の合計額を按分した額のうち、関連銀行及び関連保険会社に係
る額としている。（機構法第18条の３）
→ 拠出金の額の算定方法について、省令に委任

省令案の概要

機構の事務経費

基礎的費用

ア 人件費

イ 賃借料、工事費、その他の
郵便局の維持に要する費用

×
ウ 現金輸送・管理に要する費用

エ 固定資産税・事業所税

オ 簡易郵便局における費用

6

按分して得た額

関連銀行に係る額
（＝関連銀行の拠出金）

関連保険会社に係る額
（＝関連保険会社の拠出金）

日本郵便に係る額

ユニバーサルサービスの
利用者の範囲及び利用
状況を勘案して各窓口
業務において見込まれる
利用者による郵便局の
利用の度合で按分

ア
・
イ
の
一
部

各窓口業務ごとにア～オの
費用を按分した額の合計
額に応じて按分

日本郵便株式会社の業務
区分別収支の整理方法に
準じる方法で按分

郵便窓口業務

銀行窓口業務

保険窓口業務

按分

按分

按分

イ
の
一
部
・
ウ
・
エ
・
オ

郵便窓口業務

銀行窓口業務

保険窓口業務

按分

按分

按分

事
務
経
費

郵便窓口業務

銀行窓口業務

保険窓口業務

按分

按分

按分

＝

各窓口業務において見込まれる
郵便局ネットワークの利用の度合



８月 ９月 １０月 １１月 １２月
平成31年

１月
２月 ３月 ４月 ５月 ６月

今後の想定スケジュール

交付金・拠出金の算定方法を総務省令に規定

総
務
省

機

構

▲8/24 情報通信行政・郵政行政審議会 諮問 ▲12/1
改正省令施行

総務省令に基づき、交付金・拠出金の
金額を算定

交付金・拠出金の額等の認可

関連銀行・関連保険会社から拠出金を
徴収し、日本郵便に交付金を交付

認可申請

7

情報通信行政・郵政行政審議会
郵政行政分科会 諮問



（参考）独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法の一部を改正する法律の概要

制度開始日等

機構の名称等の改正

機構の名称を「郵便貯金簡易生命保険管
理・郵便局ネットワーク支援機構」に変更

理事を１名から２名に変更

機構の目的に「郵便局ネットワークの維持の
支援のための交付金を交付することにより、
郵政事業のユニバーサルサービスの提供の確
保を図ること」を追加

機構の名称

機構の目的

機構の役員

➢ 機構の業務に、㋐郵便局ネットワークの維持に要する費用の一部に充て
るための交付金の交付、㋑拠出金の徴収を追加

交付金・拠出金制度の創設

制度開始日

検討

郵便局ネットワーク支援業務

交付金・拠出金

平成３１年４月１日
交付金の規定等について検討し、
必要があれば所要の措置

➢ 日本郵便に対し、下記①から②を控除して得た額の交付金を交付
① 郵便局ネットワークの維持に要する基礎的費用の額
② 下記③の按分して得た額のうち日本郵便に係る額

➢ 郵便局ネットワーク支援業務に要する費用に充てるため、関連銀行・関
連保険会社から、下記③の額の拠出金を徴収
③ 上記①の額及び事務費相当額の合計額を、日本郵便・関連銀
行・関連保険会社の各業務において見込まれる郵便局ネットワークの
利用の度合に応じて按分して得た額のうち、関連銀行・関連保険会
社に係る額

➢ (交付金・拠出金の額等につき) 総務大臣の認可 ➢ 資料提出・公表

日本郵便と関連銀行・関連保険会社との間の
「民・民」の契約

【現行】

「郵政事業のユニバーサルサービスの提供者が郵便局ネットワークを支える」観点から、郵便局ネットワーク維持の支援のため
の交付金・拠出金制度を創設し、郵政事業のユニバーサルサービス提供の安定的な確保を図る。

ユニバーサルサービスのコスト負担方法 【改正後】
・基礎的費用は「交付金・拠出金」制度で賄う
・それ以外の費用は従前どおり「民・民」の契約で決定

※「基礎的費用」＝ 郵便局ネットワークの維持に要する費用のうち、あまねく
全国において郵便局で郵政事業のユニバーサルサービスが利用できるように
することを確保するために不可欠な費用

8
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◎ 独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法の一部を改正する法律（平成三十年法律第四十一号）による改正後の独
立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平成十七年法律第百一号）（抄）

（交付金の交付）
第十八条の二 機構は、年度（毎年四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下この節において同じ。）ごとに、日本郵便株式会社に対し、第十三
条第一項第三号イの交付金（以下単に「交付金」という。）を交付する。

２ 前項の規定により日本郵便株式会社に対して交付される交付金の額は、第一号に掲げる額から第二号に掲げる額を控除して得た額とする。
一 郵便局ネットワークの維持に要する費用のうち、あまねく全国において郵便局（日本郵便株式会社法第二条第四項 に規定する郵便局をいい、同

法第六条第二項第二号に規定する日本郵便株式会社の営業所及び簡易郵便局法（昭和二十四年法律第二百十三号）第七条第一項に規定する簡
易郵便局を含む。）で郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務が利用できるようにする
ことを確保するために不可欠な費用の額として総務省令で定める方法により算定した額

二 次条第二項の按(あん)分して得た額のうち日本郵便株式会社に係る額
３ 機構は、年度ごとに、総務省令で定めるところにより、交付金の額を算定し、当該交付金の額及び交付方法について総務大臣の認可を受けなけれ
ばならない。

４ 機構は、前項の認可を受けたときは、日本郵便株式会社に対し、その認可を受けた事項を記載した書面を添付して、 交付すべき交付金の額（第二
項各号に掲げる額を含む。）及び交付方法を通知しなければならない。

（拠出金の徴収）
第十八条の三 機構は、年度ごとに、第十三条第一項第三号の業務及びこれに附帯する業務（以下「郵便局ネットワーク支援 業務」という。）に要する

費用に充てるため、関連銀行及び関連保険会社から、拠出金を徴収する。
２ 前項の規定により関連銀行及び関連保険会社から徴収する拠出金の額は、前条第二項第一号に掲げる額及び郵便局ネットワーク支援業務に関す
る事務の処理に要する費用に相当する額の合計額を、総務省令で定める方法により、次の各号に掲げる者の当該各号に定める業務において見込ま
れる郵便局ネットワークの利用の度合に応じて按（あん）分して得た額のうち、関連銀行及び関連保険会社に係る額とする。
一 日本郵便株式会社 日本郵便株式会社法第二条第一項に規定する郵便窓口業務
二 関連銀行 日本郵便株式会社法第二条第二項に規定する銀行窓口業務
三 関連保険会社 日本郵便株式会社法第二条第三項に規定する保険窓口業務

３ 機構は、年度ごとに、総務省令で定めるところにより、第一項の拠出金（以下単に「拠出金」という。）の額を算定し、当該拠出金の額及び徴収方法に
ついて総務大臣の認可を受けなければならない。

４ 機構は、前項の認可を受けたときは、関連銀行及び関連保険会社に対し、その認可を受けた事項を記載した書面を添付して、納付すべき拠出金の
額、納付期限及び納付方法を通知しなければならない。

５ 関連銀行及び関連保険会社は、前項の規定による通知に従い、機構に対し、拠出金を納付する義務を負う。

（審議会等への諮問）
第三十二条の二 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で

政令で定めるものに諮問しなければならない。
一 第十八条の二第二項第一号又は第十八条の三第二項の総務省令を定めようとするとき。
二 第十八条の二第三項又は第十八条の三第三項の規定による認可をしようとするとき。
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◎ 郵政民営化法（平成十七年法律第九十七号）（抄）

（郵政事業に係る基本的な役務の確保）
第七条の二 日本郵政株式会社及び日本郵便株式会社は、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに

簡易に利用できる生命保険の役務が利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的に利用できるようにするとともに将来にわ
たりあまねく全国において公平に利用できることが確保されるよう、郵便局ネットワークを維持するものとする。

２ （略）

◎ 日本郵政株式会社法（平成十七年法律第九十八号）（抄）

（責務）
第五条

１ 会社は、その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる
生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できるようにする責
務を有する。

２ （略）

◎ 日本郵便株式会社法（平成十七年法律第百号）（抄）

（責務）

第五条 会社は、その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利用
できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できるように
する責務を有する。
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◎ 日本郵便株式会社法施行規則 （平成十九年総務省令第三十七号） （抄）

別表（第十六条関係）
表（略）

（整理方法）

１ 法第十四条各号の営業収益及び営業費用として特定できるものは、それぞれの業務に直接整理すること。
２ 同条各号に関連する営業費用は次の基準によりそれぞれの業務に整理すること。

（１） 営業原価

人 件 費 同条各号の複数の業務に直接従事している職員の勤務時間比、同条各号の業務のいずれかの業務に直接従事している職
員の人員数比又は作業内容を同じくする職員の集団ごとの業務において取り扱う件数の比若しくは体積の比

燃 料 費 車両を使用して直接行う業務において同条各号の複数の業務に直接従事している職員の勤務時間比、取り扱う件数の比又
は体積の比

車両修繕費 車両を使用して直接行う業務において同条各号の複数の業務に直接従事している職員の勤務時間比、取り扱う件数の比
又は体積の比

減価償却費 関連する固定資産価額比、固定資産を使用して直接行う業務において同条各号の複数の業務に直接従事している職員の
勤務時間比、取り扱う件数の比若しくは体積の比又は面積の比

施設使用料 賃貸施設を使用して直接行う業務において同条各号の複数の業務に直接従事している職員の勤務時間比、取り扱う件数
の比若しくは体積の比又は面積の比

租 税 公 課 関連する固定資産価額比、固定資産を使用して直接行う業務において同条各号の複数の業務に直接従事している職員の
勤務時間比、取り扱う件数の比若しくは体積の比又は面積の比

集配運送委託費 集配運送委託契約に基づき委託する業務において取り扱わせる件数の比又は体積の比

（２） 販売費及び一般管理費
人 件 費 同条各号の複数の業務に直接従事している職員の勤務時間比、同条各号の業務のいずれかの業務に直接従事している

職員の人員数比、作業内容を同じくする職員の集団ごとの業務において取り扱う件数の比又は営業原価比
減価償却費 関連する固定資産価額比、固定資産を使用して直接行う業務において同条各号の複数の業務に直接従事している職員

の勤務時間比、取り扱う件数の比若しくは体積の比、面積の比又は営業原価比
宣伝広告費 同条同号の業務のいずれかの業務に係る宣伝広告費比

参照条文
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と
い
う
。
）
が
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
も
の
と
な

る
よ
う
に
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
最
小
限
度
の
規
模
の
郵
便
局
に
よ
り
構
成
す
る
も
の
と
し
た
場
合
に
お

け
る
次
に
掲
げ
る
費
用
の
額
の
合
計
額 

イ 

人
件
費 

ロ 

賃
借
料
、
工
事
費
そ
の
他
の
郵
便
局
の
維
持
に
要
す
る
費
用 

ハ 

現
金
の
輸
送
及
び
管
理
に
要
す
る
費
用 

ニ 

固
定
資
産
税
及
び
事
業
所
税 

二 

簡
易
郵
便
局
（
簡
易
郵
便
局
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
十
三
号
）
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
簡

易
郵
便
局
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

簡
易
郵
便
局
で
郵
政
事
業
に
係
る
基
本
的
な
役
務

が
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
最
少
限
度
の
委
託
に
要
す
る
費
用
の
額 

 

［
新
設
］ 

（
拠
出
金
の
額
の
算
定
方
法
） 

第
十
一
条
の
三 

法
第
十
八
条
の
三
第
二
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
同
項
に
規
定
す
る
合
計
額
を
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
費
用
に
相
当
す
る
額
ご
と
に
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
按あ

ん

分
す
る
方
法
と
す

る
。 

一 

前
条
第
一
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
費
用
（
ロ
に
掲
げ
る
費
用
に
あ
っ
て
は
、
郵
政
事
業
に
係
る
基
本
的
な

役
務
の
利
用
者
の
用
に
供
す
る
も
の
に
限
る
。
） 

郵
政
事
業
に
係
る
基
本
的
な
役
務
の
利
用
者
の
範
囲
及

び
利
用
状
況
を
勘
案
し
て
、
郵
便
窓
口
業
務
（
日
本
郵
便
株
式
会
社
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
郵
便
窓

口
業
務
を
い
う
。
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
銀
行
窓
口
業
務
（
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
銀
行
窓
口
業

務
を
い
う
。
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
保
険
窓
口
業
務
（
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
保
険
窓
口
業
務

を
い
う
。
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
見
込
ま
れ
る
利
用
者
に
よ
る
郵
便
局
の
利
用
の
度
合
に
応

じ
て
按あ

ん

分
す
る
方
法 

二 

前
条
第
一
号
ロ
（
前
号
に
掲
げ
る
費
用
を
除
く
。
）
、
ハ
及
び
ニ
並
び
に
同
条
第
二
号
に
掲
げ
る
費
用 

 

日
本
郵
便
株
式
会
社
法
施
行
規
則
（
平
成
十
九
年
総
務
省
令
第
三
十
七
号
）
別
表
に
規
定
す
る
整
理
方
法
に

準
ず
る
方
法
に
よ
り
按あ

ん

分
す
る
方
法 

三 

郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
業
務
（
法
第
十
八
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援

業
務
を
い
う
。
）
に
関
す
る
事
務
の
処
理
に
要
す
る
人
件
費
、
物
件
費
そ
の
他
の
費
用 

第
一
号
及
び
前
号

に
掲
げ
る
費
用
に
相
当
す
る
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
郵
便
窓
口
業
務
、
銀
行
窓

口
業
務
及
び
保
険
窓
口
業
務
に
按あ

ん

分
し
て
得
た
額
の
合
計
額
に
応
じ
て
按あ

ん

分
す
る
方
法 

 

［
新
設
］ 

（
端
数
計
算
） 

 



三
頁 

  

第
十
一
条
の
四 

法
第
十
三
条
第
一
項
第
三
号
イ
の
交
付
金
又
は
法
第
十
八
条
の
三
第
一
項
の
拠
出
金
の
額
に
百 

円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
を
切
り
捨
て
る
。 

［
新
設
］ 

備
考 
表
中
の
［ 

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。 

あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ
あ 

 



四
頁 

   
 

 

附 

則 

 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 
こ
の
省
令
は
、
独
立
行
政
法
人
郵
便
貯
金
・
簡
易
生
命
保
険
管
理
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

三
十
年
法
律
第
四
十
一
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）

の
施
行
の
日
（
平
成
三
十
年
十
二
月
一
日
）
か
ら
施
行

す
る
。 

（
拠
出
金
の
額
の
算
定
方
法
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

第
二
条 

平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
の
属
す
る
年
度
（
改
正
法
附
則
第
二
条
に
規
定
す
る
年
度
を
い
う

。
）
に
お
け
る

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
独
立
行
政
法
人
郵
便
貯
金
・
簡
易
生
命
保
険
管
理
機
構
に
関
す
る
省
令
第
十
一
条
の
三

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
三
号
中
「
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
業
務
を
い
う

。
）
」

と
あ
る
の
は

「
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
業
務
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ

。
）
」

と
、
「
そ
の
他
の
費
用
」
と
あ

る
の
は
「
そ
の
他
の
費
用
（
前
年
度
に
お
け
る
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
業
務
に
関
す
る
事
務
の
処
理
に
要
し
た

費
用
を
含
む

。
）
」

と
す
る
。 

  


